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要旨 
人工衛星海面高度計によるデータは，海洋の変動を考察する上で，極めて重要なものである．
しかし，これらのデータは，ジオイドの不確かさから，時間平均値に対する偏差データとして提供さ
れている．TOPEX/Poseidon 衛星や Jason-1 衛星では，この時間平均値は 1993 年から 1999 年の
7 年間に対するものである．本研究は，この 7 年間の時間平均海面高度場を求めることが目的の 1
つである． 
Argo フロートプロファイリングデータを用いて求めた海面力学高度と，海面高度計による軌道沿
いの海面高度偏差を組み合わせることにより，北太平洋における 1993 年から 1999 年までの平均
海面高度場を求めた．双方のデータの組み合わせに必要なマッチアップ条件を決定するために，
海面高度計による海面高度偏差から，時・空間相関スケールを見積もった．この相関スケールは，
軌道に沿った海面高度偏差の時・空間ラグ相関係数がそれぞれ 0.95，0.90，0.85，0.80 となる 4 つ
の場合を求めた．これらのマッチアップ条件に基づき，北太平洋において，それぞれ 21489 点，
44135 点，63170 点，79504 点のマッチアップデータが作成された．その位置は北太平洋のほぼ全
域を覆っている．誤差の目安となる，各位置における海面高度の標準偏差は，それぞれ 5.2cm，
6.4cm，7.3cm，7.9cm であった．海面高度計の軌道に沿って得られた平均海面高度場は，わずか
7 年余りのデータに基づくものであるが，過去数十年間のデータを使用している World Ocean Atlas 
2005(WOA05)による平均海面高度場と類似した空間パターン(それぞれ相関係数が 0.99 以上)が
得られた．しかし，両者の値の差を比較した結果，本研究で求めた平均海面高度場が，1990 年代
の亜熱帯循環のスピンアップに伴う海面高度の上昇と，それに同期した亜寒帯循環の海面高度の
下降を反映していることが分かった．この結果から，海面高度計が観測する海面高度偏差を使って
海面高度場の変動を議論するならば，本研究で求めた平均海面高度場が，過去の多くの研究で
使用されている WOA05 によるものよりも適していると判断される． 
また，軌道に沿って得られた平均海面高度に海面高度計が観測する海面高度偏差を加えること
により，北太平洋の海面高度場時系列を作成した．黒潮続流域に焦点を絞り，このデータを使用し
て地衡流速場を求め，その変動特性を調査した．その結果，過去の研究と同様に，黒潮続流域に
おける再循環流域の“elongated”モードと”contracted”モード間の遷移が確認することができた．ま
た，流速の最大値で定義した黒潮続流の流軸変動は，elongated モードで北上し，contracted モ
ードで南下するという，過去の研究結果との一致もみられた．一方，過去の研究では指摘されてい
なかった，再循環域における運動エネルギーの極小値の存在を見出した．その極小値の原因を調
べた結果，中規模渦による地衡流速ベクトルの変動が，地衡流速ベクトルの平均場を弱める働きを
していることによるものであることが分かった．また，黒潮続流の流軸の変動は，3km/day の速さで
西方に伝播していることが分かった． 
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第１章 序論 
1.1 はじめに 
海洋は大気に比べ，熱容量が非常に大きい系である．熱容量は，外部からの熱の出入りに対し，
温度がどれだけ変化しにくいか，という意味で「熱的慣性」とも呼ばれる．水塊はその大きな熱的慣
性のため，なんらかの外力によって水塊が遠方に輸送されたとしても，その水温は変化しにくい．
一方，大気は海洋に比べ温度が変化しやすいため，大気と輸送された水塊との間で，両者の温度
勾配のために大気海洋相互作用が生じ得る．特に黒潮と呼ばれる，低緯度の高温の水塊を中緯
度に輸送する表層の流れは，大きな熱輸送の役割を担っている．その結果，その下流の黒潮続流
域では，大気との温度差のため，中緯度でも最も対流活動が活発な海域として知られている(Qiu, 
2002)． 
また，大気から海洋への運動量の輸送が小さいとき，黒潮のように地球の回転時間に対してゆっ
くり変動する表層の流れは，地衡流平衡によってよく近似できることも知られている．この地衡流を
正確に求めることは，海洋循環，そして海洋の熱輸送に伴う大気海洋相互作用を理解する上で重
要となる．しかし，地衡流を求めるには，ジオイドを基準とした正確な海面高度が必要である． 
 地衡流を求めるためには，重力起源の力により流れが生じない面を基準とした海面高度が必要
である．その基準面は，通常 1000dbar 以深にとる．したがって，海洋観測によるデータから海面高
度が得られることになる．しかし，その海洋観測データは，1900 年代までは主に船舶観測によるも
のである．海洋観測データの 1 プロファイルを得る労力から，高分解能なデータは得られず，した
がって海洋観測データのみでは正確な地衡流速場を求めることが困難である． 
海面高度計は，ほぼ全球で，なおかつほぼ時間的に連続に，海面の高低を観測することが可
能な唯一の測器である．それは，海洋学において，現在では必要不可欠な存在となっている．そ
の海面高度計は，より正確には，海面高度の偏差を観測している．物理学的な観点からすると，そ
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の偏差は，ジオイド基準の偏差であることが望ましい．しかし，現時点でジオイドの分布が正確に評
価されていないので，海面高度計が観測する海面高度は，ある期間の平均値からの偏差である．
そこで過去の研究においては，ジオイドの近似値として，過去のあらゆる海洋観測データから得ら
れた海面力学高度の平均値が使用されてきた．この平均海面高度に，海面高度計による海面高
度偏差を加えることで，時間的に高分解能な海面高度が求まる(Willebrand et al., 1990)．高分解
能な海面高度が求まることは，海洋循環の理解を深める上で重要であった．しかし，海面高度計ミ
ッションが実行された期間と，平均海面高度を求める際に使用した海洋観測データの期間に大き
な差があった．すなわち，海面高度偏差が基準とする平均値の期間と，平均海面高度が基準とす
る平均値の期間に大きな差があった．そこで，Ichikawa and Imawaki (1992)は，海面高度計ミッショ
ンと同時期の海洋観測データの平均値を使用した．しかし，海面高度計データの高い空間分解能
(図 1.1)に対し，それに見合うだけの海面力学高度データを，海面高度計ミッションという限られた
期間に収集するのは非常に困難であった．実際，多くの海洋観測データが得られなかった海域に
対しては，気候値で代用している(図 1.2)． 
そこで，この問題を解消したのが Kuragano and Shibata (1997)である．彼らが開発した手法は，こ
れまでのように，平均海面高度を海洋観測データのみで求める，というものではなく，海洋観測デ
ータと海面高度計データを組み合わせる，という画期的な方法であった．ただし，両観測時刻と位
置が一致する必要がある(マッチアップ，第 2 章で詳述)．したがって，過去の研究と異なり，平均海
面高度を求める際に，この条件を満たした海洋観測データしか使用できない．当時は海洋観測デ
ータが不足し，したがって，内挿・外挿などの数学的手法，あるいは気候値の利用を余儀なくされ
た． 
 
1.2 本研究の目的 
本研究は，海洋観測データとして船舶観測データではなく，Argo フロートを使用すれば，この問
題が大幅に解消される，と考える．Argo フロートとは，後に詳述するが，現在急速な勢いで全球展
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開されつつあり，時・空間的にその分布が密な海洋観測測器である．さらに，海面高度計のみなら
ず Argo フロートによる観測は，両計画が持続する限り，ほぼ自動的に行われるため，平均海面高
度が得られる観測点は時間が経過すればするほど増加し，よりもっともらしい平均海面高度場が得
られると期待される．そこで本研究は，Kuragano and Shibata (1997)で提案された手法にならって，
Argo フロートと海面高度計(TOPEX/Poseidon 衛星搭載と Jason-1 衛星搭載)を用いることにより，
北太平洋における平均海面高度場を求めることを目的とする． 
 
1.3 本論文の構成 
本論文の構成は以下のとおりである．まず第 2 章では，本研究で使用したデータと解析手法に
ついて述べる．第 3 章では，海面高度偏差データを用いて，北太平洋における時・空間相関スケ
ールを特定し，マッチアップ条件を設定する．第4章では，その条件に基づき，Argoフロートと海面
高度計のマッチアップを行い，北太平洋の平均海面高度場を求める．またその標準偏差も求める．
第 5 章では，第 4 章で得られた平均海面高度場をもとに，地衡流速場のデータセットを作成する．
対象領域は，地衡流速場の変動が大きく，高緯度への熱輸送効果も大きな黒潮続流域に焦点を
絞り，解析を進める．第 6 章で，本研究のまとめと今後の課題を述べる． 
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第２章 データと解析方法 
2.1 はじめに 
本章では，解析に使用したデータとその解析方法について述べる．2.2 節では使用したデータ
について，2.3 節では解析方法について述べる． 
 
2.2 使用データ 
2.2.1 海洋観測データ(Argo フロート) 
Argo フロートはあらかじめ設定された深度(通常 1000dbar)にて漂流し，最大圧力(2000dbar)まで
降下した後，海面まで浮上する．その周期は 10 日に設定されている．海面までの浮上中，フロート
は 60～110 点で水温と電気伝導度を計測する．通常 200dbar より浅い深度では 5～10dbar 間隔で，
200～1000dbar では 10～25dbar 間隔で，そして 1000dbar より深い深度では 50～100dbar 間隔で
サンプリングする．水温と塩分の計測には，CTD(conductivity-temperature-depth)センサーを使用
する．計測されたデータは海面に浮上したフロートから衛星に伝送され，Argo-real-time quality 
control(Argo Data Management Team，2004)を介した後に，ユーザーは 24 時間以内に利用可能と
なる． 
北太平洋において95%以上のフロートに搭載されているSBE-41とSBE-41CP CTDセンサーは，
Sea-Bird Electronics Inc．によって提供されている．製造元の情報によると，その精度は水温が 0．
002℃，塩分が 0．005psu，圧力が 2．4dbar となっている． 
今回使用したデータは，Oka et al. (2007)によって整備されている，北太平洋 Argo フロートデー
タセットである．ベーリング海を含めた北太平洋で観測を行った Argo フロートのプロファイリングデ
ータが，2001 年 1 月以降，月毎に使用できるよう管理されている．図 2.1 は，北太平洋において
2001 年 1 月以降に観測を行った Argo フロート全てについて，浮上した全ての位置を示している．
この図から，Argo フロートが観測を行った位置は，北太平洋のほぼ全域を占めていることが分か
る． 
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2.2.2 海面高度偏差データ(海面高度計) 
本研究で海面高度偏差として，AVISO(Archiving Validation and Interpretation of Satellite 
Oceanographic data; AVISO, 2006)が公開する軌道データを利用した．その海面高度偏差の観測
は，TOPEX/Poseidon(これ以降，T/P とする)衛星と Jason-1 衛星搭載の海面高度計にて行われ
た． 
T/P 衛星は 1992 年 8 月に打ち上げられた．TOPEX は National Aeronautics and Space 
Administration(NASA)が，PoseidonはCentre National D’Etudes Spatiales(CNES)が運用している．
T/P は，66ºS～66ºN の海洋を計測しながら，観測周期 9.916 日の中で 127 の軌道サイクルを繰り
返す(図 2.2(a))．海面高度計が観測する海面高度偏差データは，潮汐補正，対流圏湿度補正，電
離層遅延補正，IB(逆気圧)応答補正，測器のドリフトとバイアスの補正がなされている．使用できる
データ期間は，1992 年 9 月～2005 年 10 月である．その海面高度偏差は，衛星軌道直下の各観
測点における，1993 年から 1999 年の計 7 年間の平均値からの差である．その観測精度は約 5ｃｍ
(Fu et al., 1994)であり，それまでの海面高度計（例えば GEOS-3，SEASAT や GEOSAT など）より
も遥かに精度が良い．サンプリング周期は約 1 秒，観測点の間隔は軌道方向に約 7km である(図
2.2(c))． 
一方，Jason-1 は 2001 年 12 月に打ち上げられた．基本的な特性や性能は T/P と同じである．
使用できるデータ期間は 2002 年 2 月～2007 年 5 月である．Jason-1 打ち上げ後，初期に同一の
観測軌道上で，T/P と 1～10 分程度の観測時間差を置きながら，両衛星の海面高度計による海面
高度偏差の観測を行った．そしてこれらのデータを用いて，T/P と Jason-1 搭載の両海面高度計の
クロスキャリブレーションが行われた(図 2.3 ; Ponte et al., 2007)．その後，T/P はそれまでの軌道の
中間に移動した(図 2.4)． 
 
2.2.3 気候値(World Ocean Atlas 2005) 
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World Ocean Atlas 2005 は水温，塩分，溶存酸素と AOU(apparent oxygen utilization，見かけの
酸素利用度)と酸素飽和度，溶存無機栄養の解析値から成っている．緯度経度方向に 1º×1ºの解
像度の，客観解析された全球の海洋データセットである．その場は 3 次元であり，海面（0m）から海
底(5500ｍ深)までの 33 の鉛直標準層に内挿されている．年平均，季節平均，あるいは月平均の場
が利用できる．ここでの「平均」とはいわゆる「気候値」のことであり，この気候値は，歴史的海洋観
測プロファイルと，海面のデータの客観解析に基づいた，標準層の平均場として定義される． 
今回使用したのは，水温データと塩分データである．ボトルサンプルや，船舶による CTD，プロ
ファイリングフロートや漂流ブイ，グライダーなどから得られた水温あるいは塩分の歴史的海洋観測
プロファイルデータの客観解析値である．図 2.5 は，平均水温を算出するために用いた海洋観測
のデータ数の分布を表しており，それぞれ(a)海面，(b)1000m，(c)2000m である．一方，図 2.6 は塩
分に対する分布でる．なお，これらのデータは NODC(National Oceanographic Data Center)や
WDC(World Data Center)のアーカイブから入手したものであり，GODAR(Global Oceanographic 
Data Archaeology and Rescue project)や WOD(World Ocean Database project)で収集された全て
のデータを含む(Locarnini et al., 2006，Antonov et al., 2006)． 
 
2.3 解析方法 
2.3.1 平均海面高度を求める方法 
前節で述べたように，海洋観測データとして Argo フロートデータを，海面高度偏差データとして
T/P 衛星と Jason-1 衛星搭載の海面高度計のデータを使用する．Argo フロートデータの使用期間
は 2001 年 1 月～2007 年 5 月である．海面高度計データは，T/P が 1992 年 9 月～2002 年 10 月
であるのに対し，Jason-1 は 2002 年 8 月～2007 年 5 月である．本研究では，前章でも述べたよう
に，Kuragano and Shibata (1997)の手法にならって北太平洋の海面高度を求めていく． 
まず，Argo フロートデータから海面力学高度を算出する方法を述べる．Argo フロートの海面力
学高度を計算する際，無流面を仮定しなければならない．本研究では，無流面の深度を 2000dbar
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とした．したがって，観測最大深度が 2000dbar 以深である Argo フロートを使用した．ただし観測最
大深度が 1500～2000dbar である Argo フロートのプロファイルに対しては，1500dbar 以深を気候値
(WOA05)で代用した．Argo フロートデータは，圧力とそれに対応した塩分と水温を，1～2000dbar
までの 1dbar 間隔に秋間法(Akima，1970)で補間した．これらの水温と塩分のデータを用いて，密
度のプロファイルを求め，密度の逆数(比容)を鉛直積分することにより，2000dbar 基準の海面力学
高度を計算した．これを全ての Argo フロートのプロファイルについて行った． 
さて，Kuragano and Shibata (1997)の手法によると，平均海面高度を求めるためには，Argo フロ
ートと海面高度計の観測時刻と観測位置が共に一致（マッチアップ）しなければならない(図 2.7)．
この条件を満たしたとき，以下のような関係式が成り立つ．すなわち 
海面力学高度＝平均海面高度＋海面高度偏差        (1) 
ここで，平均海面高度は今求めたいもの，すなわち未知数であり，海面力学高度は Argo フロー
トから，海面高度偏差は海面高度計から得られるものである．図 2.8 にその模式図が示してある
(Kuragano and Shibata, 1997)．横軸が時間の経過であり，曲線が海面高度計による海面高度偏差
の観測を，直線が海洋観測データによる海面力学高度を表している．前者の値は左の軸，後者の
値は右の軸となっている．両者の観測位置が時刻 t0 で一致したとき，両者の観測値を(1)式を使っ
て差し引くことにより，その位置での平均海面高度が求まる．ただし，海面高度偏差を⊿H0，海面
力学高度を D0 で表現している．ただし，ここで注意が必要なのは，海面高度偏差は 93 年から 99
年という期間の平均値からの偏差であるということである．したがって，この式から得られる平均海
面高度も，その観測位置における，その 7 年間の平均値ということになる．  
 
2.3.2 マッチアップ条件 
前節で述べたように，Argo フロートデータと海面高度計データのマッチアップを行うことで，その
観測位置での平均海面高度を求める．この時，両者の観測時刻・位置ともに一致する，という条件
が必要であった．しかし，完全な一致が実現されることはほとんどない．それならば，ここでいう「一
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致」とはどの程度の一致なのか？逆に言うと，どの程度までのずれならば一致と見なせるのだろう
か？それは，各海域が持つ海面高度場に依存するであろう．例えば，海面高度場の大きな変動要
素の 1 つである中規模渦は主に緯度に依存する．つまり，(1)式の関係が成り立つための観測時
刻・位置の一致は，対象とする海域がもつ海面高度場の時・空間相関スケールの程度に依存する
と考えられる．そこで次章では，海面高度場の時・空間相関スケールを調査する．これ以降，相関
スケールより内側の範囲をそれぞれ，Argo フロートと海面高度計の観測時刻・位置の一致の許容
範囲と見なす．そしてこの時・空間的範囲を，マッチアップを行う際，特に「マッチアップ条件」と呼
ぶ． 
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第３章 マッチアップ条件の導出 
3.1 はじめに 
Argo フロートと海面高度計の観測時刻・位置が共に一致することで，その位置での平均海面高
度が求められる．両者の観測時刻と位置の差の許容範囲は，各海域の海面高度偏差の時・空間
スケールに依存すると考えられる．したがって第３章では，海面高度計が観測する，軌道に沿った
海面高度偏差データを用いて，北太平洋における海面高度偏差の時間・空間双方の相関スケー
ルを求めることとする．評価にあたっては，海面高度偏差に対して時間・空間ラグ相関解析を適用
する．そして，これによって得られた値を，マッチアップ条件とみなす．ここでは，連続した，より長期
の海面高度偏差データが有利であるので，Jason-1 とのクロスキャリブレーションが行われる前の
T/P 搭載の海面高度計によるデータのみを用いた(1992 年 9 月～2002 年 8 月)． 
 
3.2 海面高度偏差 
3.2.1 空間相関スケール 
この節では，北太平洋の海面高度偏差の空間方向の相関スケール(decorrelation scale)を求め
る．図 3．1 は，北太平洋における海面高度計の観測点(青)と軌道の交点(赤)を示している．海面高
度計による海面高度偏差の観測は，地球の表面に対して東進するようになされる．観測方向には，
赤道から極向きの UP 軌道と，極から赤道向きの DOWN 軌道の 2 つがある．今回，各々の軌道に
対して，軌道の交点周辺での海面高度偏差の空間ラグ相関解析を行った．すなわち，海面高度偏
差の相関スケールが，UP 軌道と DOWN 軌道の 2 つに対して，交点付近の値として出力される． 
空間ラグ相関解析を行うにあたり，海面高度偏差の高周波成分を除去するため，海面高度偏差
の軌道データに対し，5 ステップの移動平均をかけたものを使用した．5 ステップとは，海面高度計
の連続した観測点 5 つに対して，という意味である．これは約 7km(観測点間隔)*5=約 35km に対応
する．この5ステップを選んだ根拠として，移動平均に対して位相を保持するため奇数ということ，ま
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た，本研究が対象とする海面高度偏差の空間スケール（中規模渦程度）が平滑化しない程度の長
さのフィルターであることが挙げられる． 
このように，5 ステップの移動平均をかけた海面高度偏差の軌道データに対し，軌道の交点付近
の相関スケールを求めた．各交点に対して得られた相関スケールは，そのばらつきが大きかったの
で，平均値から 1σ(標準偏差)以上離れた値は除去し，それ以外の値を平均することで得られる値
を各交点における相関スケールとした．中規模渦に対して，海面高度計が観測するその観測軌道
が渦の中心を通らないような場合，ラグ相関解析により中規模渦のスケールを捉えることができな
い．このような値が含まれるため，相関スケールのばらつきが大きかったと考えられる． 
このような過程を経て求めた空間相関スケールが図 3.2(UP 軌道)と図 3.3(DOWN 軌道)である．
ただし相関スケールとして，空間ラグ相関係数がそれぞれ 0.95，0.90，0.85，0.80 となる距離を示し
ている．まず UP 軌道(図 3.2)を見てみると，当然のことながら空間ラグ相関係数が小さくなるにつれ
て(0.95→0.90→0.85→0.80)，相関スケールが大きくなっていることが分かる．例えば図 3.2(a)では，
北太平洋のほぼ全域において相関スケールが 20km 程度以下であるのに対し，図 3.2(d)において
はそのスケールが 50km を越える海域も少なくない． 
次に図 3.2(a)～(d)において，それぞれが共通に持つ特徴として挙げられるのは，亜熱帯循環西
部を除いて，高緯度ほど空間相関スケールが小さい傾向にあることである．これはロスビー変形半
径が高緯度ほど小さいことに対応する，と考えられる．また，東西方向に着目すると，低緯度(10～
20ºN)では東部で特にその相関スケールが大きい．一方，亜寒帯循環となる高緯度(40～50ºN)では，
低緯度の場合とは逆に，東部で相関スケールが小さい．そして，注目すべきは，亜熱帯循環西部
である．この海域は，同程度の緯度の海域と比べて，相関スケールが 2 倍程度になっていることが
分かる． 
次に，DOWN 軌道に対して，海面高度偏差の相関スケールを求めた図 3.3 を見ると，(a)～(d)そ
れぞれに対し，図 3.2 とほぼ同様のパターンであることが分かる．その値に着目しても，大きな差は
見られない．図 3.2 と図 3.3 の類似性は，この相関スケールが方向に依存しないものであることを意
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味する．今回は，2 つの軌道(UP 軌道と DOWN 軌道)に沿った海面高度偏差の相関スケールを求
めたが，それらが一致したことから，軌道方向というよりは，むしろ空間方向の相関スケールである
と述べることができる． 
なお，空間ラグ相関を行う際に，対象領域とした北太平洋の境界(例えば 0～10º N の赤道周辺
など)，あるいは大陸や島などの地形の制約上(ハワイ諸島(200～210ºE，20ºN)など），十分長い海
面高度偏差データが得られなかった場合については，交点の値としてその相関スケールは出力し
なかった． 
 
3.2.2 時間相関スケール 
海面高度偏差の軌道方向の解像度が約 7km であったのに対し，時間方向の解像度は約 10 日
である．この解像度は，軌道方向のそれに対して，中規模渦のスケールを捉え切れているかどうか，
という意味で粗いと考えられる．なぜなら，（7km）/（10day）≒0.7km/dayであるため，中規模渦の伝
播速度がその場の傾圧ロスビー波第 1 モードの速度に対応すると仮定すると，この速度は，理論
的に伝播速度が小さい高緯度でのそれよりも小さいからである．そこで，時間方向の解像度を上げ
るために，UP軌道とDOWN軌道が交差する観測点のデータを使用した．この観測点を用いれば，
10 日に 1 回の観測が 10 日に 2 回になる．つまり，単純に海面高度偏差の時間方向の解像度が 2
倍になる． 
この交点において，時間ラグ相関解析を行う．空間方向と同様に，海面高度偏差データに移動
平均をかけたものを用いる．それを，秋間法を用いて 1 日ごとに補間した．さらに，海面高度偏差の
季節変動(steric成分)を除去するために，そのデータに，1年程度以上の周期を持つ波を除去でき
るハイパスフィルターを適用した． 
図 3.4 は，時間ラグ相関解析を行う期間において，海面高度計が交点の海面高度偏差を観測し
た回数を示す．海面高度偏差のラグ相関解析を行う際に使用した，T/P の海面高度計の観測期
間は，1992 年 9 月～2002 年 8 月の約 3700 日である．したがって，もし海面高度計による観測が
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10 日のうち 2 回行われれば，この値は最大約 740 回になる．観測が行われなかった時期もあったこ
とを考慮すると，その最大観測回数は 700 強である．すなわち，ほとんどの交点で最大可能観測回
数の 8 割以上は観測できていることになる．一方で，原因は不明だが，ある緯度に沿って観測回数
が 7 割程度となっている緯度帯も見られる．このように，各軌道交点の観測点に対し，その観測回
数に 2 割程度の差が見られる．しかしここでは，それらも含めて全交点で時間ラグ相関解析を行っ
た． 
図 3.5 はこの各交点において，時間ラグ相関係数がそれぞれ 0.95，0.90，0.85，0.80 となる時間
(day)を表したものである．4 つの図を比較すると，相関が小さくなるにつれて，相関スケールが大き
くなっていることが分かる．(a)では北太平洋全域において 3 日程度以下であるのに対し，(d)では 8
日以上となる海域もある． 
次に，これら 4 つの図に共通した特徴として挙げられるのは，空間の場合と同様に，亜熱帯循環
西部で特に大きい値を示していることである．また沿岸沖，特に中緯度東部のアメリカ沖において
も比較的大きい値となっている．さらに，5ºN に沿ったラインは，周囲の値と比べて大きい値を示し
ている．これは先ほど述べたように，データが周囲に比べ不足しているために，秋間法で補間した
ときに偽の長周期成分を生じたためであると考えられる．その他の海域に対しては，ほぼ一様の値
を示している． 
 
3.3 マッチアップ条件の設定 
3.1 節・3.2 節では，それぞれ空間方向と時間方向の，軌道の各交点における海面高度偏差の
相関スケールを調べた．このような海域に依存した海面高度偏差の時・空間相関スケールによって，
各海域に適したマッチアップ条件を設定する．この際，海面高度偏差データの時間方向の解像度
を上げるという理由で，交点におけるラグ相関係数を求めた．しかし実際に Argo フロートデータと
海面高度計データのマッチアップを行う際，マッチアップが交点付近で行われるとは限らない．そ
こで図 3.2(あるいは図 3.3)と図 3.5 をそれぞれなんらかの方法で補間し，北太平洋全域での条件を
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設定しなければならない． 
今回は補間法として，ガウシアンフィルターを採用した．今扱っているものは海面高度偏差の相
関スケールであり，これは距離の近い交点の影響をより大きく受けると考えられる．したがって，距
離に依存し，かつ急激な影響力の減衰を表現できるガウシアンフィルターは今回の補間に適して
いると考えられる．ただし，注意しなければならないのは，ガウシアンフィルターを使って補間すると，
補間後は一般に元の値をとり得ないということである．したがって，元の交点の値は極力保存し，な
おかつ補間する際に少なくとも何点かの交点がそのスケール内に含めるような相関スケールを考
えた結果，e-folding scale は 200km が適していると判断した．このガウシアンフィルターを用いて，
1º×1º格子に補間したのが図 3.6，図 3.7，図 3.8 である．図 3.6 は図 3.2 の UP 軌道の空間相関ス
ケールに対して，図 3.7 は図 3.3 の DOWN 軌道に対して，図 3.8 は図 3.5 の時間相関スケールに
対してである．この時・空間相関スケールを，マッチアップを行う際の条件，つまりマッチアップ条件
とする． 
 
3.4 まとめ 
本章では，Argo フロートと海面高度計の観測時刻と位置がどの程度一致すればマッチアップが
行えるか，ということを考察した．両者の完全な一致は現実的ではなく，したがって平均海面高度も
得られない．そこで，その許容範囲を，海面高度偏差の時・空間ラグ相関解析を行うことにより見積
もった．ラグ相関係数がそれぞれ 0.95，0.90，0.85，0.80 になる時間・距離を求めたところ，時・空間
方向共に海域に依存していることが分かった．それぞれのラグ相関係数に応じた範囲をマッチアッ
プ条件と見なす．次章では，このマッチアップ条件をもとに，Argo フロートと海面高度計のマッチア
ップを行い，実際に北太平洋の平均海面高度場を求める． 
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第４章 北太平洋における平均海面高度 
4.1 はじめに 
第 3 章では，北太平洋における海面高度偏差の時・空間相関スケールを求めた．この相関スケ
ールによって与えられるマッチアップ条件をもとに，Argo フロートデータと海面高度データのマッチ
アップを行う．そして，北太平洋全域における平均海面高度場を求める． 
 
4.2 平均海面高度 
図 4.1 は，北太平洋における海面高度計の各観測点における，Argo フロートとのマッチアップ条
件を満たした海面高度計の累積観測回数を示している．ただし，マッチアップが 1 度も行われなか
った観測点は表示していない．暖色系の色になっているほど，その観測点において，より多くのマ
ッチアップが行われたことを表している(10 回以上の場合，赤で統一している)．ただし，ここでも同
様に，4 つのラグ相関係数に対して得られた図を載せている．これ以降，海面高度計の各観測点
でマッチアップによって得られた平均海面高度の回数を「マッチアップ回数」，そしてマッチアップ
回数が 1 回以上である海面高度計の観測点，すなわち図 4.1 で値が表示されている観測点を「マ
ッチアップ観測点」と呼ぶ． 
このマッチアップ観測点においては，Argo フロートと海面高度計のマッチアップが少なくとも 1 回
は行われたので，第 2 章で述べた手法により，この観測点の平均海面高度が得られる．マッチアッ
プ観測点におけるマッチアップ回数（図 4.1(a)～(d)）を見ると，ラグ相関係数が小さい方がより多く
のマッチアップ観測点，あるいはその観測点における多くのマッチアップ回数が得られていることが
分かる．これは，ラグ相関係数が小さいほど相関スケールが大きくなるため，より多くのマッチアップ
が行われたからである． 
また，4 つの図に見られる共通した特徴として，亜熱帯循環西部でマッチアップが数多く行われ
たことが挙げられる．一方，マッチアップが 1 度も行われなかった観測点，つまりマッチアップ観測
点と成り得なかった観測点が多く存在する海域がある．例えば 10～20ºN の日付変更線周辺や(40º
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N，210ºE)周辺や(0～10ºN，210～240ºE)の海域である．図 4.1 と第 2 章の図 2.1 と比較すると，この
ような観測点が多く見られる海域は， Argo フロート分布が比較的疎な海域とほぼ一致する．海面
高度計が北太平洋を網羅するように観測しているのに対し，Argo フロートは船舶観測データに比
べてくまなく展開しているとはいえ，観測回数が少ない海域もある．その原因として，その海域が湧
昇域となっているために Argo フロートが滞在できない，表層・亜表層での鉛直方向の密度勾配が
比較的大きい赤道付近の Argo フロートが 1500dbar 以深まで観測できない，などが挙げられる．マ
ッチアップ条件にもよるが， Argo フロートがその位置に存在していることが，その位置でマッチアッ
プを行える必要条件であるため，このようなマッチアップ観測点が少ない海域が存在する． 
 次に，Argo フロートと海面高度計のマッチアップが行われた，マッチアップ観測点における平
均海面高度を示したのが図 4.2 である．ただし，各マッチアップ観測点に対し，マッチアップ回数が
1 回である場合はその値を，2 回以上である場合は平均海面高度の平均値を使用した．また，第 2
章でも述べたが，平均海面高度とはあくまでも 1993 年から 1999 年の計 7 年間の海面高度の平均
値である．図 4.2(a)におけるマッチアップ点は 21489 点，(b)は 44135 点，(c）は 63170 点，(d）は
79504 点ある． 
これらの図に共通する特徴として，北太平洋の平均海面高度場が，亜熱帯循環西部で高く(3m
程度，あるいはそれ以上)，その高い海面高度が東部の方向に舌状に広がっている様子がうかが
える．また，8～9ºN 帯に，平均海面高度の南北方向の極小値(2.5m 程度)が見られ，亜熱帯循環と
熱帯循環の境界であると推察される．さらに，35ºN 帯では，平均海面高度の南北方向の急激な変
化が見られ，これは亜寒帯循環と亜熱帯循環の境界であると推察される．(a)～(d)それぞれに対し，
マッチアップ観測点の数に大きな差は見られるものの，得られた北太平洋の平均海面高度場はほ
ぼ同様のパターンを示している． 
次に，平均海面高度場として過去の多くの研究で使用されている，WOA(この場合 WOA05)によ
る平均海面高度場(図 4.3)と比較するために，図 4.2(a)～(d)を e-folding scale 200km のガウシアン
フィルターによって 1º×1º格子に補間したのが図 4.4(a)～(d)である．空間パターンの類似性を示す
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指標となる相関解析を，図 4.3 と図 4.4(a)～(d)それぞれに対し行ったところ，相関係数が 0.99 以上
という非常に高い相関であった． 
次に，本章で求めた平均海面高度場と，WOA05 による平均海面高度場の値を比較するために，
前者から後者を差し引いたのが図 4.5(a)～(d)である．すると，(a)～(d)ともに黒潮，あるいは黒潮続
流域で 10cm を越える値が見られる．そこで，図 4.3 あるいは図 4.4(a)～(d)で，平均海面高度の値
が最大となる海域に注目する．平均海面高度が 2.8m を超えるような高い平均海面高度が得られた
のは亜熱帯循環西部であり，なおかつその付近の平均海面高度勾配が急な陸域(南西諸島を含
む)から離れた海域を見てみると，(a)～(d)ともに 5cm 程度の正の値となっていることが分かる．一方，
平均海面高度が 1.7m 以下となるような低い海面高度が得られた亜寒帯循環西部(カムチャツカ半
島東方沖)を見てみると，両者の差が－10～－5cm 程度の負の値となっていることが分かる．北太
平洋全体の傾向を見てみると，亜熱帯循環で正の値が，亜寒帯循環や北赤道海流が流れる亜熱
帯循環南部で負の偏差が見られる．この空間パターンから，これは 1990 年代の亜熱帯循環のスピ
ンアップに伴う海面高度の上昇と，その周辺部での下降に対応すると考えられる．本章で求めた平
均海面高度場は 93～99 年の平均値であるので，その期間での循環の変動がこの平均海面高度
場に反映されている，と考えられる．一方で，WOA05 が平均場として使用しているデータは，過去
のあらゆる海洋観測データを使用しているので，その平均値としての期間は，海面高度計のそれよ
りもずっと長い．そのため，90 年代の循環の変動は相殺されている． 
ジオイドの近似値として，海面高度の平均値を使用するならば，それを求めるために使用したデ
ータの期間の長さから，WOA05 による平均海面高度を使用した方がよい．例えば，北太平洋にお
ける平均的な地衡流場を求めるのであれば，本章で求めた平均海面高度場よりも WOA05 による
平均海面高度場の方がより適している． 
しかし，T/P や Jason-1 搭載の海面高度計が観測した海面高度偏差を平均海面高度に加えるこ
とにより，海面高度を求めるのであれば，前者の方が適している．その理由の 1 つ目は，WOA05 に
よる平均海面高度場は格子化されているのに対し，本章で求めた平均海面高度は軌道に沿って
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求められている．したがって，前者は海面高度偏差を格子化した上で加える必要があるのに対し，
後者は軌道に沿った海面高度偏差を加工することなくそのまま加えるだけでよい．つまり，平滑化
することなく，海面高度を求めることができる，という点が利点である．2 つ目は，Willebrand et al. 
(1990)が指摘したように，その海面高度偏差が，その基準となる平均値を求める際に使用したデー
タの期間が，WOA05 を求める際に使用したデータの期間と大きな差があることである．そのため，
WOA05 による平均海面高度を海面高度偏差に加えても，その平均海面高度自体が，海面高度偏
差の基準となる平均値と一致しないため，WOA05 はこの場合不適である．特に，上でも述べたよう
に，WOA05 による平均海面高度場と本章で求めた平均海面高度場は，1993～1999 年の海洋循
環場が原因と思われる大きな差がある．したがって，平均海面高度に海面高度計が観測する海面
高度偏差を加えることにより海面高度場，地衡流速場を求め，その変動を議論するには，WOA05
による平均海面高度場は適していない． 
 
4.3 標準偏差 
4.3.1 標準偏差の海域差 
あるマッチアップ観測点において，そのマッチアップ回数が 2 回以上である場合，その値の平均
値からのばらつきから，誤差の目安となる標準偏差を求めることができる．図 4.6 は，このようなマッ
チアップ観測点における，マッチアップによって求めた平均海面高度の標準偏差を表した図であ
る．図 4.6(a)～(d)を比較すると，標準偏差の絶対値に差が見られるものの，標準偏差の空間パタ
ーンはお互いに類似している．これらの図の中で，(b)(ラグ相関係数が 0.90 の場合)に着目すると，
その標準偏差はおおむね 10cm 以下である．より詳しく見ると，標準偏差の海域差が存在すること
が分かる．特に亜熱帯循環西部（黒潮続流域）周辺でその値が大きくなっていること(最大で 14cm
程度)が分かる．これは，亜熱帯循環西部におけるマッチアップ条件が他の海域と比べて緩いこと
と，海面高度偏差の振幅が大きいことに起因する．また所々に，標準偏差が大きな観測点(10cm 程
度)がいくつか見られる．この標準偏差が大きな観測点が点在していることから，Argo フロートデー
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タによる海面力学高度と，海面高度計の観測点直下の海面力学高度の差が大きかったため，その
値が大きかったと考えられる． 
 
4.3.2 全領域における標準偏差 
海域による標準偏差の代わりに，平均海面高度の平均値からのずれを，海域には関係なく全て
ヒストグラムで表したのが図 4.7 である．ヒストグラムを描く際に使用したデータ数が非常に多いため
に，その分布がガウス分布に近くなっていることがわかる．これから見積もられた，全ての海域を含
めたトータルの標準偏差は，ラグ相関係数が大きい方から順にそれぞれ 5.2cm，6.4cm，7.3cm，
7.9cm となった(図 4.8)．この標準偏差を生み出す原因として考えられるのは，Argo フロートと海面
高度計各々による測定誤差，両者の観測時刻・位置の不一致，Argo フロートが観測中に流された
ことによるプロファイルの観測位置からのずれ，などである． 
 
4.3.3 データの独立性 
4.3.2 節では，マッチアップによって得られた平均海面高度の標準偏差を見積もった．その標準
偏差は，海面高度計の各観測点に対し，マッチアップによって得られた平均海面高度が複数ある
場合に見積もることができた．しかしその際，「データの独立性」という問題が生じてくる． 
Argo フロート 1 台に対し，複数の海面高度計の観測点とマッチアップが可能な状況がある(図
2.7)．逆の状況も考えられるが，時空間分解能の高さからすると，前者の状況の方が圧倒的に多い
と考えられる．この場合にマッチアップを行うと，Argo フロートによるデータ 1 つに対し，複数の平均
海面高度が得られる．これは，第 3 章で求めたマッチアップ条件を満たす Argo フロートと海面高度
計のペアに対し，マッチアップを行った結果得られたものである．しかし，Argo フロートに着目して
みると，1 つのデータから複数のデータを使って平均海面高度を求めることになる．この場合，その
1 つの Argo フロートデータを使って平均海面高度を計算するとき，マッチアップ条件を満たした海
面高度計の観測点のデータに対し，同じ海面力学高度を加えることになる．このようにして得られ
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た平均海面高度を使って，海面高度計の各観測点に対して標準偏差を計算しても，その値は独
立なデータを用いていないために，その値が妥当な標準偏差ではない状況になり得る． 
もしデータの独立性を優先するのであれば，1 台の Argo フロートに対し，マッチアップ条件を満
たした複数の海面高度計の観測点がある場合，どの1つの観測点を選ぶのか，という問題が生じる．
もし複数ある観測点の中で，Argo フロートと最短距離の位置にある海面高度計の観測点を選択す
るなら，これにより求めた標準偏差は，本章で求めた標準偏差よりも小さくなると考えられる．なぜな
ら，平均海面高度を求める際に使用する Argo フロートによる海面力学高度は，距離が近ければ近
いほど，海面高度計の観測点直下の海面力学高度の値に近いと推察されるからである．逆に，最
長距離に位置した観測点を選択すれば，本章で求めた標準偏差よりも大きくなると考えられる．こ
のように，複数の海面高度計の観測点がある場合，どの観測点を選択するかにより標準偏差の値
が変化する．このような観測点をランダムで選択した場合，それにより求まる標準偏差が，本章で求
めたそれと同程度であるならば，どちらの値を使用しても結果としては問題ない．しかし，ランダム
な状況を作り出すのが困難であるので，今回は上記のような仮定をすることによって，4.3.2 節で求
めた値を，平均海面高度の標準偏差とした． 
 
4.4 日本南岸の平均海面高度 
図 4.9 は，マッチアップにより求められた軌道上の平均海面高度について，日本南岸に着目した
図である．一方，図 4.10 は WOA05 の場合を表している．ただし，両図とも領域平均値からの偏差
で示している．日本南岸付近では，世界でも有数な流量を誇る黒潮が，通常岸に沿って流れてい
ることが知られている．その海面流速は大きく，したがってその流速を地衡流平衡によって説明す
るのであれば，その黒潮を横切る方向に大きな海面高度の勾配が生じなければならない．その平
均的な速度ベクトルはほぼ日本南岸に平行であるので，岸に向かって平均海面高度が低下する
はずである． 
そこで両図を見てみると，その様子がうかがえる．特に，137～141ºE の偏差の勾配が表現されて
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いる．図 4.9(本章で求めた平均海面高度による偏差図)は，データ欠損のために見られないが，図
4.10(WOA05 による図)は，135～137ºE でもその勾配が見られる．一方，132～134ºE に着目すると，
その逆で，図 4.9 ではある程度表現されているが，WOA05 ではその勾配がほとんど見られない．こ
れは，平均海面高度を求める際に用いた手法の違いと，海面高度計の観測点とWOA05の格子点
の違いによるところが大きいと考えられる．すなわち，WOA05 は 1º×1º格子データであり，さらに，
2000dbar を越える海域という制約も加わってくるので，沿岸に近い値は出力されず，したがって偏
差の勾配が見られなかった，と考えられる．また，マッチアップによる値は，海面高度計と海洋観測
データの観測点の間の，相関スケールで見積もられるずれは許容されるので，その分 WOA05 によ
る位置よりも沿岸に近い値が出力されている．したがって，もし，WOA05 の格子点間隔をより細かく
すれば，この領域の偏差の勾配がより表現される可能性はある．しかし，現時点では，WOA05 によ
り求められた平均海面高度場により，132～134ºE の地衡流を表現するのは難しいであろう． 
 本章で求めた北太平洋の平均海面高度に関して，北太平洋全体の標準偏差に対して，日本南
岸の標準偏差は比較的大きい(図 4.6，図 4.11)．しかし，図 4.12 で示すように，Argo フロートと海面
高度計のマッチアップが行われた回数の変化を見ると，T/P と Jason-1 が共存していた時期を除い
て，Argo フロートの数とともにその回数は増加傾向にある．現時点で日本南岸の海面高度計の観
測点に対し，平均海面高度が求まっていない観測点があるが，このような傾向の中で，近い将来
Argo フロートデータの増加とともにその観測点の平均海面高度も求まるだろう．また，その他の観
測点に対しても，平均海面高度の信頼度が増すことが期待される． 
 
4.5 まとめ 
本章では，前章で得られたマッチアップ条件をもとに，実際に Argo フロートデータと海面高度計
データのマッチアップを行い，北太平洋における平均海面高度場を求めた．その結果，4 種類のラ
グ相関係数(0.95，0.90，0.85，0.80)に対し，それぞれ 21489 点，44135 点，63170 点，79504 点の
マッチアップデータが得られ，北太平洋のほぼ全域をカバーしていることが分かった．これらは，
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WOA05 によるものと空間パターンが類似していた(相関係数 0.99 以上)．ただし，その値に関して
は不一致が見られ，本章で求めた平均海面高度の方が，平均海面高度の最大値が 5cm 程度高く，
逆に最小値は 5～10cm 程度低かった．その空間パターンをみると，本章で求めた平均海面高度
場は，1990 年代の亜熱帯循環のスピンアップに伴う平均海面高度の上昇と，それに伴う亜寒帯循
環の平均海面高度の下降を反映していた．この海洋循環場に伴う平均海面高度場の差により，平
均海面高度場から海面高度場や地衡流速場を求めるのには，WOA05 による平均海面高度場は
適していないことが分かった．本章で求めた平均海面高度場の標準偏差を計算したところ，その値
には海域差が見られ，特に亜熱帯循環西部でその値が大きかった．領域全体の標準偏差を計算
したところ，上記のラグ相関係数の場合に対し，それぞれ 5.2cm，6.4cm，7.3cm，7.9cm となり，相
関スケールが大きい状況ほど(ラグ相関係数が小さい程)，標準偏差が大きかった．また，日本南岸
に着目し，平均海面高度の勾配を見ることにより，黒潮が地衡流平衡によって説明できるかを検討
した．その結果，137～141ºE では，本章で求めた結果が WOA05 よりも有利であったのに対し，135
～137ºE ではその逆となった． 
次章では，本章で求めた平均海面高度場を使用して，地衡流速場を算出していく．しかし，どの
ラグ相関係数に基づくマッチアップデータを使用するのかを選択しなければならない．もし，ラグ相
関係数が 0.95 である平均海面高度場を使用するなら，マッチアップ観測点は約 2 万点である．北
太平洋における海面高度計の全観測数が約 18 万点であることを考えると，観測点 9 点に対し，1
点の平均海面高度が得られている計算になる．観測軌道間隔が 7km であることから，平均して 50
～60km 程度の間隔おきに平均海面高度が得られていることになる．しかし，軌道に沿った間隔が
その値では，高解像度とは言えない．したがって，今回はラグ相関係数が 0.90 である場合の平均
海面高度場を使用する．この場合のマッチアップ観測点は約 4 万点であるので，先程と同様の計
算をすれば，マッチアップ観測点の間隔は平均 30km 程度となる．したがって，これ以降では，ラグ
相関係数が 0.90 の場合の平均海面高度場を使用する． 
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第5章 平均海面高度を用いた黒潮続流の特性 
5.1 はじめに 
第 3 章で設定したマッチアップ条件に基づき，第 4 章では Argo フロートデータと海面高度計デ
ータのマッチアップを行った．これにより，北太平洋における平均海面高度場を求めることができた．
さらにこれから，地衡流速場を求めるには，まず平均海面高度場にその海面高度偏差を加えた海
面高度を求め，さらにその勾配を求める必要がある．T/P，Jason-1 搭載の海面高度計が測定する
海面高度偏差は約 10 日周期であるので，この偏差を順次，平均海面高度場に加えていくことで，
10 日毎の海面高度場そして地衡流速場を求めることができる． 
本章では，平均場がほぼ全域で求まっており，また，特にその挙動が興味深い黒潮続流域に絞
り，実際にこのようなプロセスを経て地衡流速場を作成する．そして，そのデータを解析することで，
黒潮続流変動の新たな知見を見出すことを目指す． 
 
5.2 黒潮続流域の海面高度 
第 4 章で求めた平均海面高度場を用いると地衡流速場が計算できる．特に，今回はマッチアッ
プ条件をもとにマッチアップした海面高度計の観測軌道上に平均海面高度が与えられたので，そ
の観測点において各時刻で計測される海面高度偏差を逐一加えることで，その点における 10 日
毎の海面高度が求められる． 
前章で述べたように，ここではラグ相関係数が 0.9 である相関スケールで求めた平均海面高度
場を使用する．しかしながら，前章でも述べたように海面高度計の観測点全てにおいて平均海面
高度が得られているわけではない．北太平洋においては約 4～5 点に１点である．もちろんそのマ
ッチアップ観測点の密度には海域差があり，この章で解析していく黒潮続流域については，図
5.1(a)から分かるように，海面高度計の観測点に対し，8 割程度がマッチアップ観測点となってい
る． 
この時，平均海面高度が求まっていない観測点に対しては，軌道方向に対して極力周囲の値を
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保存できるように，軌道に沿って e-folding スケール 20km のガウシアンフィルターで補間した(図
5.1(b))．この軌道に沿った平均海面高度に，海面高度計が観測した海面高度偏差を加えたのが
図 5.2 である．ただし，2007 年 1 月 2～11 日の 10 日間に観測された海面高度偏差を使用した．
注意すべきことは，図 5.1(a)の軌道間隔と図 5.1(b)の軌道間隔が異なるということである．なぜなら，
前者は T/P と Jason-1 搭載の海面高度計が異なる軌道で同時に観測していた時期に平均海面高
度が得られた観測点を使用しているのに対し，後者は Jason-1 による観測点のみ使用しているから
である．したがって，後者の軌道間隔は，前者のそれの 2 倍となる．この図 5.2 のように，海面高度
計による観測が行われるたびに，軌道に沿って海面高度が求まる．しかし，海面高度計が観測す
る観測点はあくまでも軌道沿いである．その軌道間を埋めるために，マッチアップに使用していな
い Argo フロートによる海面(力学)高度データも使用する．今後，格子化を行い，地衡流速場を求
める際，軌道間を埋めるこれらの Argo フロートが有用となるだろう． 
 
5.3 黒潮続流域の流速場 
 前節では，黒潮続流域における軌道に沿った 10 日毎の海面高度場を求める方法を説明した．し
かし，実際に海面高度場から地衡流速場を求める際，軌道データよりも格子化データの方が便利
である．そこで本節では，前節で求めた軌道に沿った海面高度場を格子化し，この格子データを
使用して黒潮続流域の地衡流速場を求める．地衡流速は，地衡流平衡を仮定することにより，海
面高度の勾配から求まる． 
この時，軌道データを格子化する補間法が重要になってくる．なぜなら，海面高度の勾配が，そ
のまま地衡流速に影響を与えるからである．したがって，例えば線形補間のような，補間後の値が
滑らかでない補間法は適さない．この目的のためには，第 3，4 章でも使用してきたガウシアンフィ
ルターが適していると考えられる．このフィルターを使用すれば，海面高度を滑らかに補間できる．
この補間により，その勾配も滑らかになるので，格子化に伴うスパイク状の地衡流速の出現を防ぐこ
とができる． 
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ただし，e-folding scale の設定に注意しなければならない．今回は，軌道に沿った海面高度デー
タを，ガウシアンフィルターを用いて格子化する．もし e-folding scale が軌道間隔の半分以下である
ような，小さなスケールの e-folding scale を選択した場合，補間のために使用するデータの「切り替
え」が生じ得る．例えば，各軌道間の中心付近のような，近くに海面高度計の観測点がない点を補
間する状況を考える．その中心よりも左の格子点を補間する場合，e-folding scale が小さいために，
西側の軌道のデータを補間の際に使用する．一方，中心よりも東側の格子点を補間する場合，同
様に右の軌道データを使用する．隣り合う格子点を格子化するのに使用する軌道データが急に変
化するため，格子化後の両格子点の海面高度に大きな差が生じる可能性がある．このことにより，
海面高度の勾配が大きくなり，これから得られる地衡流速も現実以上に大きくなり得る．したがって，
軌道間距離の半分よりも大きなスケールということでガウシアンフィルターの e-folding scale を
200km に設定した． 
図 5.3 は，図 5.1 を，e-folding scale 200km のガウシアンフィルターを使って 0.5º×0.5º格子に補
間した，黒潮続流域の平均海面高度場である．それに対し，図 5.4 は，同様の手法を用いて図 5.2
を補間した 2007 年 1 月 2～11 日の海面高度を表している．さらに図 5.5 は，地衡平衡を仮定する
ことにより，図 5.3 から求めた平均的な地衡流速場である(これ以降，「平均地衡流速場」と呼ぶ)．
黒潮が離岸し，南北に蛇行しながら，東方へ移流している様子がうかがえる．その地衡流速場の最
大値はおよそ 30cm/s である．一方，図 5.6 は図 5.4 から求めた地衡流速場である．この図 5.6 を
見ると，図 5.5 の平均地衡流速場では見られなかった，中規模渦が平均地衡流速場を変化させて
いる様子がうかがえる．図 5.6 の地衡流速場の最大値はおよそ 40cm/s である．ただし，地衡流速
ベクトルの緯度方向成分は，各格子点の両隣（東西）の格子点の海面高度の勾配から求め，同様
に経度方向成分は南北の格子点の海面高度勾配から求めた． 
いずれの最大流速も一般的に言われている黒潮続流域の流速よりも小さいが，これはガウシア
ンフィルターの e-folding scale を大きく設定したために海面高度場が平滑化され，その勾配，そし
て地衡流速が小さくなったためと考えられる．しかし，今回は上記のような手続きを経ることで，海面
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高度計が海面高度偏差を観測している期間(1992 年 9 月～2007 年 5 月)の，黒潮続流域の地衡流
速場を求める． 
 
5.4 地衡流速場の発散 
前節で求められた地衡流速場を使って解析を行っていく前に，求められた地衡流速場がその必
要条件を満たしているのかどうかをこの節で確認する．その条件とは，地衡流の「非発散性」である．
ただし，地衡流平衡を考えている時点で，その場が定常であるという仮定も必然的に付随する． 
地衡流速は，海面高度の curl に比例する量である．コリオリパラメーターを f とすると，近似として
f を一定とすることが可能な f 平面上では，海面高度の curl で求められた流速ベクトルの divergence
は 0 である．前節では，格子間隔 0.5ºの 2 倍の 1º間隔の勾配として地衡流速場を求めた．もし，あ
る格子点を中心としたこの 1º×1º格子の場で，f 平面近似が成り立つとすることができるなら，地衡
流速ベクトルの divergence は 0 になる．しかし今回は，divergence よりも直感的にイメージしやすい，
地衡流速ベクトルの，格子に直交する成分の 1º ×1º格子に沿った経路積分で代用する． 
図 5.7(d)は，図 5.5 を用いて求めた積分値である．ただし，ガウシアンフィルターで格子化する際
の e-folding scale が 200km である場合(図 5.5)のみならず，参考のために 50km，100km，150km の
場合も示している．その積分は，各格子点の東西両隣の格子点 2 つと，南北両隣の格子点 2 つの，
計 4 つの格子点データを用いて行った．また，その積分値が正である場合，内部から外部への「湧
き出し」が生じていることを，逆に負である場合は「吸い込み」が生じていることを表している．これ以
降，この「湧き出し」のことを「発散」，「吸い込み」のことを「収束」と呼ぶ． 
発散や収束は，1º×1º格子の f 平面近似が成り立つかどうか，あるいはマッチアップにより求めら
れた平均海面高度の誤差，そしてガウシアンフィルターによる格子化の際に生じる数値計算的な
勾配があるかどうかに依存する．これらの図には，積分値のみならず，黒潮続流域のマッチアップ
観測点，さらにその観測点の中でも特に平均海面高度の標準偏差が大きかった(15cm 以上)マッ
チアップ観測点も示している． 
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もし，f 平面近似が厳密には成り立たないことが原因で，発散や収束が生じているならば，その値
は緯度に依存するだろう．f の緯度に対する勾配が，高緯度ほど小さいことを考えると，1º×1º格子
という単位では，高緯度ほど f 平面近似が成り立っているだろう．しかし，このような系統的な緯度依
存性が図 5.7(a)～(d)のいずれに対しても見られないことから，地衡流速場の発散や収束の原因は，
マッチアップに伴う誤差や，軌道データの格子化の際に生じる数値計算上の影響が大きいと考え
られる． 
実際図 5.7(a)～(d)を見ると，マッチアップ観測点と成り得なかった海面高度計の観測点が集まっ
ている海域(30ºN 以南)や，標準偏差が大きな海域(35ºN 付近)で，流速ベクトルの積分値の絶対値
が大きくなっている．例えば e-folding scale が 200km である(d)に着目すると，その最大値はおよそ
250m2/s である．この値は，例えば 1º×1º格子に対し東西南北の境界を考えると，西・南・北の境界
では流速ベクトルが 0m/s であるが，東の境界では，その境界に直交するような東向きの地衡流が
0.002～0.003m/s 程度速度をもって南北一様に流れている状況に対応する(111km(緯度 1ºの距
離)×0.002m/s(東向き地衡流速)=222m2/s)． 
次に図 5.7(a)と(d)を比較すると，e-folding scale が小さい(a)の方が，よりその発散や収束の絶対
値が大きいことが分かる．その最大値はおよそ 800m2/s であるから，先程の例で例えると，一つの
境界に対しておよそ 0.007m/s 程度の流れが生じていることに対応する．また，UP 軌道と DOWN
軌道で囲まれた菱形状の内部に着目すると，e-folding scale が大きい(d)は，隣り合う領域の値と比
べて大きな差がないのに対し，(a)ではその各領域に依存した値が出力されていることが分かる．こ
れは先程も述べたように，軌道間の距離に対して，e-folding scale が小さいために，格子化の際に
使用するデータの「切り替え」が起きたためである．e-folding scale が 50km である(a)に対し，このよ
うな傾向が強く見られるが，e-folding scale が大きくなるにつれてその傾向は薄れる． 
e-folding scale スケールが大きければ大きいほど，軌道データを格子化する際に伴う発散や収
束は小さくなる．しかし，それではより細かなスケールでの現象を捉えることができない．今回は軌
道に沿った平均海面高度に対してその議論を行ってきた．そして平均海面高度場から得られる地
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衡流速場がその必要条件を満たしているかどうかに焦点を当てた．しかし，この条件の確認は，
時々刻々得られる海面高度場に対しては行っていない．両者の大きな違いは，軌道間隔である． 
平均海面高度場の場合，そのマッチアップ観測点の軌道は T/P と Jason-1 の両方が含まれてい
る．一方，海面高度偏差は，その両者が含まれる期間もある(図 2.4)が，通常はどちらかである．こ
の場合，海面高度計の軌道間隔は，平均海面高度の場合と比べ 2 倍になる．したがって，各軌道
で囲まれた菱形内部の領域に依存した地衡流速場の大きな発散・収束が見られなかった図 5.7(b)
に対しても，海面高度から求めた地衡流速場ではそれが生じる可能性がある．通常は，軌道間隔
が平均海面高度場の場合の 2 倍になることを考慮すると，e-folding scale は 100km の 2 倍の 200km
にすべきである． 
しかし，地衡流速場を求めるための海面高度場は，海面高度計による軌道データだけを用いて
いるのではない．その軌道間隔を埋めるように Argo フロートデータも使用する．このことを考慮する
と，海面高度場を補間するため e-folding scale は 200km 以下でも可能であると考えられる．しかし
今回は，ガウシアンフィルターによる格子化を行う際は地衡流速場の発散・収束を抑えるために，
e-folding scale を大きめの 200km と設定する． 
 
5.5 地衡流速場の長期変動 
この節では，5.3 節で求めた，1992 年 9 月～2007 年 5 月までの 15～16 年分の，黒潮続流域に
おける地衡流速場データを使用し，解析を行っていく． 
 
5.5.1 運動エネルギー・渦運動エネルギー 
 T/P による観測データから，黒潮続流の大規模スケールの変動パターンが図 5.8 でまとめられて
いる(Qiu, 2002)．これによると，黒潮続流は elongated モードと呼ばれる，東方への強い表層輸送
がある状態と，一方で contracted モードと呼ばれるその輸送が弱い状態の 2 つがある． 
1993 年から 2000 年までの計 8 年間の，黒潮続流のモードの変化を，地衡流速による運動エネ
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ルギーで表したのが図 5.9 である．1992 年から 1996 年までは，黒潮続流が elongated モードから
contracted モードに遷移していて，逆に 1997 年以降は 1999 年から 2000 年まで elongated モード
に移り変わっている，と指摘している(Qiu, 2002)．ただし，平均海面高度場として WOA によるもの
を使用している． 
一方，図 5.10 は本章で求めた地衡流速場データを使用し，Qiu (2002)と同様の解析を行った結
果である．図 5.9 と同様に，2000 年までのモードの遷移の様子がうかがえる．さらにそれ以降の年
を見てみると，特に 2002 年から 2005 年で，強い elongated モードが現れていることが分かる．運動
エネルギーが最大となる緯度が 35º N よりも北になっており，黒潮続流の平均的な位置が北上する
という elongated モードの特徴的パターンを示している．また，運動エネルギーが弱い年(96，97，99
年)で両者の空間パターンが若干異なっている．一方，お互いに共通する期間で，比較的運動エ
ネルギーが強いelongatedモードが出現している年(93，00年)では，そのパターンがより類似してい
る． 
しかし，その値を比較してみると，1 桁程度異なっている．例えば図 5.9 では，93年の運動エネル
ギーの最大値が 1.0m2/s2 程度であるのに対し，図 5.10 では最大値が 0.1m2/s2 程度となっている．
後者の値が低くなっているのは，軌道データを格子化する際，大きな e-folding scale(200km)を選
択したためである．先ほどの例のように，運動エネルギーの値の比が 10 倍であるということは，地衡
流速の大きさの比が 3 倍程度となっている．すなわち海面高度の勾配もその程度異なっているとい
うことであり，e-folding scale が扱える現象のスケールに比例しているならば，運動エネルギーを同
程度の値にするためには，e-folding scale をおよそ 50～100km 程度に設定すべきだろう．しかし，
運動エネルギーの値ではなく，そのパターンを比較するのであれば問題はないと考えられる． 
 図 5.10 が運動エネルギーの年平均値であったのに対し，図 5.11 は地衡流速の運動エネルギー
のうち，中規模渦による運動エネルギーの年平均値であることを表す．中規模渦による地衡流速ベ
クトルは，海面高度による地衡流速ベクトルから平均地衡流速ベクトルを差し引くことにより算出し
た．この図を見ると，35º N を中心に，そのエネルギーが高くなっていることが分かる．そのエネルギ
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ーは特に 2002，03，04，06 年で高くなっていることが分かる． 
図 5.10 と図 5.11 のエネルギー分布を比較してみると，渦運動エネルギーが高いところが必ずし
も運動エネルギーが高くなっているとは限らないことが分かる．例えば1999年に関して言えば，144
º E，34º N に着目すると，図 5.11 の渦運動エネルギーはその図で最も高い値を示しているのに対
し，図 5.10 での最大エネルギーは 144º E，37º N と，位置が異なっている． 
この理由は，運動エネルギーの要素を考えると理解できる．この場合，エネルギーは流速の 2 乗
で表現しているが，この流速は海面高度の勾配に比例する量である．第 1 章の(1)式から 
海面高度＝平均海面高度＋海面高度偏差     (2) 
であるから，地衡流速ベクトルを v/ ，平均海面高度による地衡流速ベクトルを mv/ ，海面高度偏差つ
まり中規模渦による地衡流速ベクトルを av/ とすると， 
         v/ = mv/ + av/                            (3) 
となる．これから運動エネルギーの平均値は 
       2v/ = 2mv/ + 2av/ + am vv /⋅/2                      (4) 
となる． 
図 5.10 は，この(4)式での左辺の 2v/ を，図 5.11 は右辺第 2 項の 2av/ を表している．右辺第 1 項
の 2mv/ は時間によらない平均運動エネルギーであり，両図の差は右辺第 3 項の am vv /⋅/2 に依存す
ることが分かる．この項は中規模渦による地衡流速ベクトルと平均海面高度による地衡流速ベクト
ルの内積である．中規模渦による地衡流速ベクトルが，平均海面高度による地衡流速ベクトルと順
平行の傾向にあるならば，この値は正になる．逆にこの値が負であれば，中規模渦による地衡流速
ベクトルが平均海面高度による地衡流速ベクトルと逆平行の状態であり，このことは前者が平均地
衡流速ベクトルを弱める状況に対応する． 
図 5.12 は，(4)式の右辺第 3 項による値を，同様に 93 年から 06 年までの計 14 年間，各年の年
平均値として求めたものである．どの年も，大きな運動エネルギーが観測されるような領域で，この
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値が大きくなっていることが分かる(図5.10)．また強いelongatedモードとして出現した93年，94年，
02年～04年を見てみると，その値が特に大きくなっていることが分かる．この値が正の大きな値をと
るということは，平均地衡流速ベクトルを加速するように中規模渦が位置していると考えられる． 
一方，大きな負の値が卓越する海域(145º E，34º N 付近)がある．そこで，その中でも特に大き
な負の値を示した1999年のこの海域(142～146º E，33～36º N)をボックスAと呼び，この領域に着
目してみる． 
図 5.13 は，1999 年のボックス A における，10 日毎の海面高度場を全て載せたものである．図の
上の番号は，海面高度データの順番を表している．この図から，数 10 センチという海面高度の大き
な変動が，短期間に何度も起きていることが分かる．大きく 2 つに分けると，1999 年の前半では比
較的海面高度が低かったが(2.4～2.7m 程度)，後半になるとその高度が高くなっている(2.6～2.9m
程度)．この各々の期間においても，中規模渦の伝播に伴う海面高度の変化の様子がうかがえる． 
実際に 1999年の海面高度の標準偏差を黒潮続流域で求めたのが図 5.14である．35º N を挟ん
で 4 箇所程度，大きな値となっている海域がある．その中でも特に大きかったのが，この海域である．
中規模渦のシステムがある程度持続することを考慮すると，標準偏差が大きな値を示しているとい
うことは，中規模渦の水平方向への変動が大きかったことを意味する． 
実際，その変動に伴う地衡流速ベクトルの変化が図 5.15 で表されている．ここは，大きな渦運動
エネルギーが得られたにも関わらず，それ相応の運動エネルギーが得られなかった，特異な海域
である．その原因は，大きな平均地衡流速が存在する海域にもかかわらず，その領域での中規模
渦の変動が大きいために，平均地衡流速ベクトルが打ち消されることにある，ということが分かった．
そのため，大きな渦運動エネルギーの割に，全運動エネルギーが小さくなる． 
 黒潮続流域における各種運動エネルギーの変動を見るために，全運動エネルギーが特に大きな
値を示す領域(142～165º E，31～38º N)で，各種運動エネルギーの領域平均値として表したのが
図 5.16 である．全運動エネルギー，渦運動エネルギー，平均地衡流速ベクトルエネルギー，内積
の 4 種類を求めた．これらの関係は(4)式で一つにまとめられる．各種運動エネルギーを比較すると，
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渦運動エネルギーは平均地衡流ベクトルエネルギーに対し，やや小さな値を示しているものの，ほ
ぼ同様の値となっている．また，内積の全運動エネルギーへの寄与は小さい．内積は負の値も取り
うるため，領域平均と年平均すると，互いに打ち消しあい，小さな値となるためであろう．全運動エ
ネルギーから，強い elongated モードとして現れた 93，94，02～05 年は，全運動エネルギーも大き
いことが分かる．その変動に対し，渦運動エネルギーは比較的高い相関を示した(相関係数 0.79)．
一方，内積はその値が小さいものの，全運動エネルギーとさらに高い相関を示した(相関係数 0.89)．
全運動エネルギーが特に小さな値となる 96 年や 99 年，00 年では，内積が負となった．逆に強い
elongated モードとなった年の内積は大きな値となっている．先ほども述べたように，内積は，平均
地衡流速ベクトルに対し，中規模渦が水平方向に大きく変動するとその値が小さくなる(負となる)．
つまり，この内積は，その場が大きな変動を示す良い指標となっている．つまり，この変動と全運動
エネルギーが高い相関を持つということは，強いelongatedモードとして出現する年は大きな蛇行が
起きにくいことを意味する．蛇行が起きにくいという意味で，そういう強いモードが現れた年は，その
場が安定しているといえるだろう． 
 
5.5.2 流軸の長期変動 
 黒潮あるいは黒潮続流の流軸はその変動が大きく，流軸としての定義は様々である．例えば気
象庁や藤森(2005)では，黒潮の流軸を海面高度の勾配を使って決定している(気象庁 HP: 
http://www．data．kishou．go．jp/shindan/sougou/html/col_2．1．1-1．html)．一方，黒潮続流域
に対しては，Mizuno and White (1983)は 300m 深の水温を使って，Jacobs et al. (1994)は海面高度
の等値線を使って定義している．それは，黒潮続流域という場が，中規模渦により大きく変動する
ので，海面高度の勾配を使用して流軸を定義することが難しいからである．しかし，本章で作った
地衡流速場のデータセットは，地衡流の発散成分が 0 に近づくような，地衡流速場である．したが
ってこの節では，黒潮続流の流軸を海面高度の勾配，つまり地衡流速を使って定義する．その際，
日本を離岸した黒潮は，黒潮続流域での地衡流速ベクトルの東西成分が南北成分に対し卓越し
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ていることから，黒潮続流の流軸を，各経度で得られる地衡流速ベクトルの大きさが最大となる緯
度を流軸とする．ただし，この節では，ボックス上の領域を設定し，その中での最大値として流軸を
定義する．その領域は，ある程度大きな運動エネルギーが得られ，なおかつ陸域を含まない 145～
180º E，30～40º N とした． 
例として，図 5.17 は各経線(150，160，170，180º E)に対し，2001 年の 10 日毎の地衡流速場デ
ータセットを使って描いた，地衡流速ベクトル時系列である．横軸は 2001 年始めからの，経過日数
を表す．中規模渦の通過に伴う地衡流速ベクトルの変動が分かる．各経度，各時刻において求め
られた地衡流速ベクトルの大きさが最大となる緯度に点をプロットしている．この点を，各時刻毎に
つないだものが，各経度における黒潮続流の流軸の時系列となる． 
この流軸を，上記の各経度，各時刻で全て求め，各経度ごとに一年の移動平均をかけたものが
図 5.18 である．暖色系になるにつれて，経度が東になることを意味する．ここで，流軸の変動として
一年平均値を使用したが，それは季節変動を取り除くと共に，図 5.17 で見られるような流軸の急激
な変動を除去するためである．この図を見ると，150º E では平均的に 35º E に流軸を置きながら，
96，97 年では 1º 程度南方に，00，03 年で 1º 程度北方に位置していることが分かる．160º E 以降
の経度に対しても，同様に 95～97 年に南方，01～03 年には北方に位置している． 
流軸は各経度での地衡流速ベクトルの大きさが最大となる緯度としているので，運動エネルギー
も同時に各経度で最大となる緯度である．特に 150º E は，各経度の中でも全運動エネルギーが最
も大きい経度である(図 5.10)．したがって，この経度での運動エネルギーの強弱は，前節あるいは
前前節で述べた黒潮続流の elongated モードあるいは contracted モードに直接関連してくる．流軸
が南方に位置している時期が Qiu(2002)でも述べられていた contracted モードの時期に対応する．
一方，流軸が北方に位置している時期は，Qiu(2002)あるいは図 5.10 で見られた elongated モード
の時期に一致する．4 種の経度に対する流軸の変動を比べると，東方になるにつれてその変動が
大きいことがわかる．また，各々の経度に対する流軸が，ラグを伴って変動しているようにも見える． 
そこでその詳細に迫るために，140～180º E の 0.5º 間隔で得られた各時刻の流軸の位置を，時
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間を追って描いた，流軸の経度-時間断面図を図5.19で示した．流軸の緯度は色で示している．こ
れから，時間の経過と共に，流軸の等値線が西部に移動している様子がうかがえる．これは，最大
速度で定義した流軸が西方に伝播していることを意味する．その傾きは，経度によらずほぼ一定で
あり，その傾きから，その伝播速度は 1 年で 10º程度であることが分かる．これは平均的に約
3km/day の速度に対応する．図 5.20 は，流軸の緯度が比較的高かった 02 年の流軸，地衡流速ベ
クトルと(赤)，その逆に，流軸が低かった 95 年のそれら(青)を表した図である．02 年は黒潮続流が
elongated モードの年であり，95 年は contracted モードの年である．まず，150º E を見てみると，両
者とも流軸のばらつきが小さく，流軸の平均的な位置を見てみると 1º 程度 02 年の方が北方に位
置していることが分かる(35º N と 36º N)．次に 160º E を見ると，反転している時期もあるが，継続的
に高緯度にあることが読み取れる．さらに東方の 170º E，180º E に対しては，流軸のばらつきが大
きくはなるものの，その平均的な位置はやはり contracted モードの年の場合は南となっている．流
軸の南北差は，東方ほど大きくなっている． 
 
5.6 まとめ 
 本章では前章で求めた，海面高度計の軌道に沿った平均海面高度を使って海面高度のデータ
セットを作成した．この時，平均海面高度が求まっていない観測点を軌道に沿って補間し，その平
均海面高度場に，10 日毎に海面高度計によって観測される海面高度偏差を加えて海面高度場を
求めた．今回は，この軌道に沿った海面高度のみならず，マッチアップで使用しなかった Argo フロ
ートをも加えることで，軌道間の値を埋め合わせた．このデータセットを使用して，地衡流速場を求
めた．その格子化の際，それから得られる地衡流速場の必要条件を満たすような e-folding scale を
吟味し，その値を 200km とした． 
求められた地衡流速場を使って，黒潮続流域に着目し，運動エネルギーという観点からその変
動特性を調査した．過去の研究で述べられている黒潮続流域の elongated モードと contracted モ
ードという観点からすると，過去の研究によって既に得られている結果と類似したパターンが，本章
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で求められた地衡流速場による結果でも見られた．elongated モードに関しては，2002 年～05 年で
特に強いことが分かった．また，過去の研究では見られなかった，再循環域における，運動エネル
ギーの空間的な極小値が見つかった．1999 年を事例に，高い渦運動エネルギーに対し，運動エ
ネルギーが低くなっているこの領域の海面高度を調査した．その結果，海面高度が中規模渦によ
り大きく変動しており，それに伴う中規模渦の地衡流が，平均地衡流速場を打ち消し，そのことが
運動エネルギーの低下を招いていることが分かった． 
また，最大流速で定義した黒潮続流の流軸は，黒潮続流のモードと同期して変動している，とい
う過去の研究を支持する結果が得られた．またその流軸の変動の西方伝播は，3km/day となって
いることが分かった． 
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まとめ 
本研究では，Kuragano and Shibata (1997)の手法に基づき，Argo フロートと海面高度計を用いて，
北太平洋における平均海面高度場を求めた．その平均海面高度場を用いて，海面高度場時系列，
そして地衡流速場のデータセットを作成し，そのデータを使用し黒潮続流の変動特性を調査した． 
第 3 章では，Argo フロートと海面高度計から平均海面高度を求めるのに必要なマッチアップ条
件を定めた．この条件は，海面高度計が観測する海面高度偏差に対し，時間空間ラグ相関解析を
適用することにより，海面高度偏差の相関スケールとして与えた．今回は，そのラグ相関係数がそ
れぞれ 0.95，0.90，0.85，0.80 となるマッチアップ条件を用意した． 
第4章では，そのマッチアップ条件を満たすArgoフロートと海面高度計の組から，北太平洋をカ
バーするような平均海面高度場が得られた．その空間パターンは WOA05 によるものと類似してい
た(相関係数 0.99 以上)．両者の値の差を比較した結果，本研究で求めた平均海面高度場は，
1990 年代の亜熱帯循環のスピンアップに伴う平均海面高度の上昇と，それに同期した亜寒帯循
環の平均海面高度の下降が見られた．このことにより，海面高度計の偏差としての期間の平均海
面高度と，空間パターンが大きく異なる WOA05 による平均海面高度場は，海面高度偏差データを
使って地衡流速を求めるのは不適であることが分かった．各ラグ相関係数に対応したマッチアップ
観測点は，それぞれ 21489 点，44135 点，63170 点，79504 点であった．また，得られた平均海面
高度場から計算した標準偏差は，亜熱帯循環西部で特に大きな値を示した．各ラグ相関係数に対
応した標準偏差は，それぞれ 5.2cm，6.4cm，7.3cm，7.9cm であった． 
第 5 章では，今回求めた平均海面高度場に，海面高度計が観測する海面高度偏差を加えるこ
とにより，１０日毎の海面高度データを作成した．さらに黒潮続流域に着目し，地衡流平衡が成り立
っているという仮定のもとで，地衡流速場を作成した．黒潮続流域の運動エネルギー分布に着目し，
その変動を年毎に比較した結果，過去の研究でも述べられている，黒潮続流の 2 つのモード
(elongated モードと contracted モード)の遷移が確認できた．また，最大流速で定義した黒潮続流
の流軸変動を調べた結果，elongated モードで黒潮続流の流軸が北上するという傾向を確認するこ
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とができた．一方，過去の研究とは異なり，再循環域に運動エネルギーが水平方向に極小となる年
が見つかった．その極小値の原因を調べた結果，中規模渦による地衡流速ベクトルの変動が，地
衡流速ベクトルの平均場を弱める働きをしていることが分かった．最大流速で定義した黒潮続流の
流軸は，黒潮続流のモードと同期して変動していることが分かった．また，その流軸の変動は，
3km/day の速度で西方に伝播していることが分かった． 
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図 1.1 Seasat 衛星搭載の海面高度計の繰り返し周期(repeat period，Seasat の場合 17 日)におけ
る，海面高度偏差の観測点の分布．1972 年 7 月 26日～同年 8 月 11 日の観測点分布であり，1044
点得られた(Ichikawa and Imawaki, 1992)． 
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図 1.2 1978 年 7 月から同年 9 月までの，3 ヶ月間の 1000dbar 基準の平均ジオポテンシャル偏差
(単位は dynamic meter あるいは 10m2/s2)．1º×1º格子で，0.1dynamic meter 間隔．破線の外洋側
の領域では，気候値を使用している．影の部分は 1.5 dynamic meter 以下の値を示している
(Ichikawa and Imawaki, 1992)． 
 
 
 
 
 
 45
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.1 2001 年 1 月～2007 年 5 月に北太平洋において，1500dbar 以深を観測する Argo フロート
が浮上した全ての位置．合計 87210 点ある．  
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図 2.2 (a)全球における T/P の軌道(海面高度計の観測点の集合)．66ºN～66ºS の海洋をカバーし
ている．(b)日本南東部における軌道であることを除き，(a)と同じ．(c)宮城沖（日本）における軌道で
あることを除き，(a)と同じ．軌道方向の観測点の間隔はおよそ 7km で一定．なお，(b)は(a)のボック
スを拡大した領域，(c)は(b)のボックスを拡大した領域である． 
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図 2.3 T/P と Jason-1 が同一軌道上の海面高度偏差を観測していた期間に観測された，各観測
点における両者の海面高度偏差の差の標準偏差(単位は cm)(Ponte et al., 2007)．  
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図 2.4 T/P(赤)と Jason-1(青)による観測軌道．(a)は T/P のみが観測を行っていた，1992 年 9 月
～2002 年 8 月の軌道．(b)これに加え，Jason-1 が追加された，2002 年 8 月の両者の軌道．便宜上，
軌道を多少ずらしたが，実際はその軌道は一致している．(c)T/P が，Jason-1 の軌道の中間に移
動した，2002 年 8 月～2005 年 10 月の両者の軌道．(d)T/P による観測が終了し，Jason-1 のみに
よる観測がなされた，2005 年 10 月以降の軌道であり，これは T/P のみによる観測が行われていた
ときの軌道(a)と同一． 
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図 2.5 水温の気候値を算出するのに用いたデータ数の分布(1º×1º格子)．(a)海面，
(b)1000m，(c)2000m のデータ分布を示す(Locarnini et al., 2006)． 
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図 2.6 塩分の気候値を算出するのに用いたデータ数の分布(1º×1º格子)．(a)海面，(b)1000m，
(c)2000m のデータ分布を示す(Antonov et al., 2006)． 
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図 2.7 海面高度計の観測点(青)と Argo フロートの観測点(赤)．マッチアップを行うには両者の観
測点が近接している必要がある．そのマッチアップが行える可能性がある海面高度計の観測点を
紫で示した．この空間的な条件だけではなく，時間的な条件を満たしたとき，マッチアップが可能と
なる．ただし，海面高度計の観測点として，ここでは移動前の T/P 衛星(図 2.4(a))の観測点を用い
た． 
 
 52
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.8 海洋観測データと海面高度計データのマッチアップの概念図(Kuragano and Shibata, 
1997)．⊿H0 は海面高度計の観測による海面高度偏差を表し（軸は左の縦軸），D0 は海洋観測デ
ータによる海面力学高度を表す(軸は右の縦軸)．横軸は時間の経過を表す．  
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図3.1 北太平洋における移動前のT/Pの軌道（青）とそれらの軌道の交点(赤)．この交点は計911
点ある． 
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図 3.2 海面高度計の軌道の交点における，UP 軌道の海面高度偏差の空間相関スケール．空間
ラグ相関係数がそれぞれ(a)0.95，(b)0.90，(c)0.85，(d)0.80 になる距離を示している． 
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図 3.3 海面高度計の軌道の交点における，DOWN 軌道の海面高度偏差の空間相関スケール．
空間ラグ相関係数がそれぞれ(a)0.95，(b)0.90，(c)0.85，(d)0.80 になる距離を示している． 
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図 3.4 海面高度計の UP 軌道と DOWN 軌道の交点における，海面高度偏差のデータの個数．  
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図 3.5 海面高度計の軌道の交点における，海面高度偏差の時間相関スケール．時間ラグ相関係
数がそれぞれ(a)0.95，(b)0.90，(c)0.85，(d)0.80 になる時間を示している． 
 
 58
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.6 e-folding scale 200km のガウシアンフィルターを用いて，図 3.2 を 1º×1º格子に補間した，
UP 軌道の海面高度偏差の空間相関スケール． 
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図 3.7  e-folding scale 200km のガウシアンフィルターを用いて，図 3.3 を 1º×1º格子に補間した，
DOWN 軌道の海面高度偏差の空間相関スケール． 
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図 3.8 e-folding scale 200km のガウシアンフィルターを用いて図 3.5 を 1º×1º格子に補間した，海
面高度偏差の時間相関スケール． 
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図 4.1 海面高度計の各観測点において，平均海面高度がマッチアップによって得られた回数． 
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図4.2 マッチアップ条件を満たしたArgo フロートデータと海面高度計データの組から算出した，マ
ッチアップ観測点における，北太平洋の平均海面高度．ただし，その値は海面高度計の観測点に
落としている．マッチアップ条件は，時空間ラグ相関係数がそれぞれ(a)0.95，(b)0.90，(c)0.85，
(d)0.80 である場合． 
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図 4.3 気候値(WOA05)を用いて求めた，北太平洋の平均海面高度場(無流面深度は 2000dbar)．
コンター間隔 0.1m． 
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図 4.4 e-folding scale 200km のガウシアンフィルターを用いて，図 4.2 を 1º×1º格子に補間した，
北太平洋の平均海面高度場．コンター間隔は 0.1m． 
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図 4.5 図 4.4(a)～(d)から，WOA05 による平均海面高度(図 4.3)を差し引いた図．コンター間隔は
5cm． 
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図 4.6 各マッチアップ観測点において平均海面高度が 2 回以上求められたマッチアップ観測点
（図 4.1 参照）での，平均海面高度の標準偏差． 
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図 4.7 マッチアップ回数が 2 回以上のマッチアップ観測点において，その観測点におけるマッチ
アップによって求めた平均海面高度の平均値からの差を，海域に無関係に全て使用したヒストグラ
ム．時空間ラグ相関係数がそれぞれ 0.95，0.90，0.85，0.80 である場合を表し，暖色系になるにつ
れてラグ相関係数が高い場合であることを示す． 
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図 4.8 時間空間ラグ相関係数がそれぞれ 0.95，0.90，0.85，0.80である場合に得られた，マッチア
ップ回数の積算値と標準偏差．赤が積算値(左の縦軸)を，青が標準偏差(右の縦軸)を表している． 
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図 4.9 図 4.2 を，日本南岸に着目し，拡大した平均海面高度を表した図．ただし，領域平均値(こ
のボックス内)からの偏差として表している． 
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図 4.10 WOA05 を使用して，日本南岸に着目し，平均海面高度を表した図．ただし，領域平均値
(このボックス内)からの偏差として表している． 
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図 4.11 図 4.6 を，日本南岸に着目し，拡大した標準偏差を表した図． 
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図 4.12 月毎のマッチアップ回数の積算値を表す時系列．縦軸がその積算値を，横軸が年を表す．
時空間ラグ相関係数がそれぞれ 0.95，0.90，0.85，0.80 である場合を表し，暖色系になるにつれて
ラグ相関係数が高い場合であることを表す． 
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図 5.1 (a)黒潮続流域(20～40ºN，140～180ºE)における各マッチアップ観測点における平均海面
高度．(b) e-folding スケール 20km のガウシアンフィルターを用いて，(a)を軌道上の観測点に沿っ
て補間した平均海面高度． 
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図 5.2 軌道に沿った平均海面高度(ただし軌道に沿って補間している図)に，海面高度計が 2007
年 1 月 2～11 日に観測した海面高度偏差を加えた図．ここでは更に，その期間にこの領域を観測
した Argo フロートによる海面力学高度が加えられている． 
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図 5.3 図 5.1 を e-folding scale 200km のガウシアンフィルターにより格子化した平均海面高度場． 
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図 5.4 図 5.2 の海面高度場であることを除き，図 5.3 と同じ． 
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図 5.5 図 5.3 を，地衡流平衡により求めた地衡流速場． 
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図 5.6 図 5.4 を，地衡流平衡により求めた地衡流速場． 
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図 5.7 平均海面高度場から求めた黒潮続流域の地衡流速ベクトルの 1º ×1º 格子に沿った流速
積分．ただし，格子に垂直な流速成分を積分している．紫はマッチアップにより平均海面高度が求
められたマッチアップ観測点，赤紫は平均海面高度の標準偏差がその中でも特に大きかった
(15cm 以上)マッチアップ観測点を表している．ガウシアンフィルターの e-folding scale がそれぞれ
(a)50km，(b)100km，(c)150km，(d)200km である場合を表す． 
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図 5.8 Kuroshio Extension system の大規模スケール振動パターンの模式図．Elongated mode で
は，Kuroshio Extensionが強い東方への表層輸送を行い，その位置は平均よりも北に位置し，南方
の再循環 gyre が強化される．Contracted mode では，Kuroshio Extension は東方への表層輸送が
弱まり，平均位置はより南に位置し，南方の再循環 gyre は弱化される(Qiu, 2002)． 
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図 5.9 T/P と WOA による海面高度場から得られた地衡流速ベクトルの一年平均運動エネルギー．
コンター間隔は 0.1m2/s2(Qiu, 2002)． 
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図 5.10 本章で求められた地衡流速場データを使用した，黒潮続流域での運動エネルギーの年
平均．期間は 1993 年～2006 年までの 14 年間分． 
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図 5.11 本章で求められた地衡流速場データを使用した，黒潮続流域での渦運動エネルギーの
年平均．期間は 1993 年～2006 年までの 14 年間分． 
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図 5.12 本章で求められた地衡流速場データを使用した，黒潮続流域での中規模渦による地衡流
速ベクトルと，平均地衡流速ベクトルの内積の平均値．期間は 1993 年～2006 年までの 14 年間
分． 
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図 5.13 142～146º E，33～36ºN の領域の，1999 年の海面高度場．各図の上の番号は，1999 年
の 10 日毎の海面高度場で，観測日数が早い順番を表す．例えば，(1)番は 1999 年の一月初めの
海面高度場であり，最後の(36)番は 1999 年 12 月末の海面高度場である．  
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図 5.14 黒潮続流域における，1999 年の海面高度場から求められた標準偏差．暖色になるほど，
その位置での海面高度の標準偏差が大きいことを表す． 
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図 5.15 144º E における，1999 年の地衡流速ベクトル時系列．横軸はそのデータの年始からの日
数であり，縦軸は緯度(33～36º N)． 
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図 5.16 142～165º E，31～38ºN の地衡流速による運動エネルギーの年平均値．黒は全運動エネ
ルギーを，赤は平均地衡流速ベクトルによる運動エネルギーを，青は中規模渦による地衡流速ベ
クトルの運動エネルギーを，紫は平均地衡流速ベクトルと中規模渦による地衡流速ベクトルの内積
年平均値を表す． 
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図 5.17 (a) 各経線(150，160，170，180º E)に沿って求めた，2001 年の 25～40ºN における地衡流
速ベクトルの時系列．(a)は 150ºE，(b)は 160ºE，(c)は 170ºE，(d)は 180ºE の場合であることを表す． 
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図 5.18 各経線(150，160，170，180º E)に沿って地衡流速が最大となる緯度を 10 日ごとの各地衡
流速場から求め， 1 年移動平均をかけた時系列．青が 150ºE を，濃い紫が 160ºE を薄紫が 170ºE
を，赤が 180ºE である場合を表している． 
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図 5.19 各経線(140～180º E，0.5º 間隔)，各時刻で，地衡流速ベクトルの最大値として定義され
た黒潮続流の流軸の，経度-時間断面図．流軸の緯度をカラーで表している．ただし，ノイズを取り
除くため，各経線の流軸に対し，時間方向に 7 ステップのメディアンフィルターをかけている． 
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図 5.20 各経線(150，160，170，180º E)に沿って求めた，地衡流速ベクトルの時系列．赤が 1995
年の，青が 2002 年の場合を表す．また，各時刻(10 日毎)で最大流速となる緯度を折れ線で示して
いる． 
